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平成24年 8 月, 「子ども子育て関連3 法」 が成立した。 これに基づき, 新たな幼保連携型認定こ ども園が今後の就学前
教育 ・ 保育体制の中核を担う幼保一体化施設と して位置づけられた。 このよう に, 幼保一体化に向けての流れが進む中, 
保育者の研修の重要性が増している。 しかし, 就学前教育 ・ 保育体制は過渡的段階にあり, 先行研究においても, 必要十
分な研修内容について明確にはされていない。 そこで本研究では, 保育士と幼稚園教論の意識を反映した研修モデルを導
き, これに基づく 独自の質問紙を作成した。 研修内容を示した項目について, 保育者788名に重要性評定を求めたとこ ろ, 
いずれも高い評定値と なり, 研修モデルと しての有効性を確認した。 さらに, 職場での立場, 職種によ る比較を行い, そ
れぞれに適した研修内容について考察した。 
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問題と目的
平成24年 8 月, 「子ども子育て関連3 法」 (認定こ ども
園法の一部改正法, 子ども ・ 子育て支援法, 子ども ・ 子
育て支援法及び認定こ ども園法の一部改正法の施行に伴
う関係法律の整備等に関する法律) が成立した。
子ども ・ 子育て支援法の規定に従って, 25年度から国
( 内閣府) 及び市町村に子ども ・ 子育て会議が順次設置
されている。 国の会議で基本指針が提示され, 市長村で
は, 27年度からの子ども ・ 子育て支援新制度の実施を日
指し 「子ども ・ 子育て支援事業計画」 の作成に着手して
いる。 これは, 5年間の計画期間における幼児期の学校
教育 ・ 保育 ・ 地域の子育て支援についての需給計画であ
り, 全市町村での作成が求められている。
子ども ・ 子育て支援事業計画は, 市民に対する利用希
望調査に基づき, 「子ども ・ 子育て支援給付」 と 「地域
子ども ・ 子育て支援事業」 について, 「量の見込み (需
要)」 と 「確保の内容(供給)」 及び 「実施時期」 を記載
し たものである。 子 ども ・ 子育て支援給付の中には, 
「施設型給付」 と 「地域型保育給付」, 「児童手当」 が含
まれる。 このう ち, 施設型給付と して, 認定こ ども園, 
幼稚園, 保育所の就学前教育 ・ 保育体制をどのよう に提
供していく か検討が求められている。27年度以降 5 年間
ではあるが, 市町村レベルでの就学前教育 ・ 保育体制の
行方が決められよう と しているのである。 
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さ らに, 認定こ ども園法の改正により, 新たな幼保連
携型認定こ ども園が 「学校及び児童福祉施設と しての法
的位置付けを持つ単一の施設」 と定義づけられた。 これ
により認定こ ども園は, 少なく と も法的には, 今後の就
学前教育 ・ 保育体制の中核を担う幼保一体化施設と して
位置づけられたとは言えよう。 ただし, 既存の幼稚園及
び保育所からの移行は義務づけられてはおらず, 政策的




許状を併有することが原則となる。 ただし, 「認定こ ど
も園法の一部改正法」 施行後5 年間は, 保育士資格と幼
稚園教諭免許状のう ちいずれかを有していれば 「保育教
諭」 になれる経過措置がと られる。 その期間中に, 現場
での勤務経験を評価し, 資格 ・ 免許状取得に必要な単位
数等を軽減する特例を設け併有を促進するこ とが打ち出
さ れ, 平成26年度には実施さ れる予定である。 したがっ
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ロスさせて実施するという こ と になるかも しれないが, 





てきた課題もある。 したがって, 幼保一体化に向けて, 
必要十分な研修のあり方を改めて検討 してい く 必要があ
るだろう 。
研修の充実については, 「認定こ ども園制度の普及促
進について (通知)」 (平成21年 3 月31日) の中で, 「5 
保育者の資質向上」 と して以下のよう に述べられている。 




し, 認定こ ども園の保育者のための研修, 幼稚園教諭及
び保育士の合同研修, 幼稚園教諭又は保育士の研修への
保育士又は幼稚園教諭の受入れ等の実施など, 保育者の
資質向上ための取組を一層進められたいこ と」。 さ らに, 
国の子ども ・ 子育て会議における現時点 (平成25年 4 月) 
の想定では, 幼保連携型認定こ ども園保育要領 (仮称) 
の策定後, 職員に対する研修内容を検討し, 実施する予













定, 公私幼保こ ども園の設置割合など, 思い描かれてい
るイ メ ージは実に様々である。 したがって, そこで勤務
する保育者に求められる資質も多様であり, 研修内容の
柱が不明確と なら ざるをえないのが現状であろう 。
こう した中でも, 研修の重要性を訴えその柱を探ろう
とする試みが, 研究と実践の上で行われつつある。 たと
えば, 幼保一体化施設を運営する赤坂 (2005) と渡辺
(2005) は, 現場での意見交換や事例検討など研修の充
実を訴えている。 加治佐 ・ 岡田(2009) は, 認定こども
園において, 新たに加わった教育 ・ 保育目標と して, 短
時間児と長時間児の混合保育, 保幼小の連携, 0 ~ 5 歳
児までの成長発達に即した保育, 食育等を挙げている。 
これらはいずれも研修の中で, 取り上げるべき課題であ
ろう。 森上(2003) は, 幼保一体化について, 制度論が
先行しているこ とに警鐘を鳴ら し, 「保育の質」 の観点
からの検討が必要と している。 山崎ら(2004) は, 幼保
一体化に関する実質的な研究において, 保育現場の保育
者の意識や保育内容そのものを取り上げたものが不足し
ていることを問題視し, 保育者自身が, 一体化を通して, 
保育の質をいかに高めよう と しているかの意識を問う べ
きであると主張している。 






してい く こ とが求められるだろう。 著者らは, 保育士 3 
名と幼稚園教諭3 名が現状と課題に意識を向けた上で率
直に語り合い, 幼保一体化施設の将来像について検討す
る合同研修を計画, 実施した (石野 ・ 名須川, 印刷中)。 




には, この語り合いそのものが, 情報連携を目的と した, 
合同研修プロ グラ ム案と しての意味を有しているものと
考えられる。
Figure1 で示さ れた幼保一体化施設の将来像は, 保育
の質を維持し向上するための概念的要素によって構成さ
れている。 言い換えれば, 保育の質を保証するには, 保
育者がこ れらの概念的要素を学修し実践するこ とが重要
であろう。 したがって, 研修モデルは, 幼保一体化施設
の将来像という 出口に向かう内容を柱とすればよい。 構
成要素の位置関係は便宜的なものに過ぎないが, 順に見
ていこう。 中央には, <保育の基本> という概念要素が
ある。 保育所と幼稚園との間には, 歴史的にみて 「養護
と教育」 「生活, 遊び, 学び」 など保育に関わる基本的
な概念についての捉えに微妙なずれがある。 こ れを柱と
する必要があるだろう 。 中央上には く子どもの経験の拡
大> がある。 幼保一体化施設では, 幅広い年齢層の子ど
もを保育するこ とになる。 3 歳未満児保育は, 主に保育
所が担ってきたこ とから, それを生かす必要がある。 ま
た, ( < 家庭との連携> でも挙げられているが) 特別支
援の対象と なるケースも含め多様な背景を有する子 ども
と関わることになろう。 子どもの発達や特別支援, 異年
齢保育に関わる研修は, 柱と して外せないよう に思われ
る。 中央下には く 保育所と幼稚園の特色を生かした保
育> という要素がある。 幼保一体化に向けて, 保育所と
幼稚園がそれぞれの蓄積を生かして, 0 歳から6 歳まで
の育ちを見通したカリ キュラ ムを作成するこ とが重要に
なる。 また, 短時間保育児と長時間保育児が混在する中
で, 子 どもの利益と なるよう いかに遊びや生活を円滑に
進めていく か課題となろう。 こ れら保育 ・ 教育課程に関
わる研修も大き な柱 と な る。 左側には, < 家庭と の連
携> < 地域との連携> <小学校との連携> の3 つの概念
的要素がある。 認定こ ども園には, 地域での子育て支援






ては, 同 じ管轄にあった幼稚園にア ドバンテージがある
であろう から, それを維持発展していく こ とが求められ
る。 以上のよう な, いわゆる5領域に収まらない, 現代
的課題に即した保育内容を柱と した研修は, 重要なもの
となろう 。 最後に, 右側には くゆと り ある職員配置> と
く 研修の充実> が置かれている。 これらの概念的要素は, 
研修内容そのものという より は, 研修を可能にするよう
な体制が必要との認識を示 したものである。 保育士は, 
これまで勤務にゆとりがなく, 研修時間, 機会の確保を
重視している。 幼稚園教論は, 長時間保育の必要性を認
めながら も研修時間の減少が予測されるこ とから, 研修
内容の維持と充実を求めている。 そして, 研修の基礎に
は, こ れまで異なる背景で就学前教育 ・ 保育を担ってき
た, 保育士と幼稚園教論の交流やコミ ュニケーシ ョ ンが







しかし, 根拠データは1 つの事例に過ぎない。 そこで, 
本研究では, 上記の柱に基づく, 研修モデルを提示し実
証的に検討するこ と を目的とする。 具体的には, 研修モ
デルに基づく研修内容を調査項日と して提示し, 現場の
保育士や幼稚園教論に重要度評定を求め, 評定値の高さ
を確認するこ とで, どのよう な研修が大切なのか検証し





2013年3 月~ 4 月
(2)調査協力者
保育者788名。 勤務年数から類推される主たる職場は
保育所が438名, 幼稚園が340名, 認定こ ども園8 名, 不
明 2 名であった。
(3 )手続き
1 ) 研修モデルに基づ く質問紙の作成
幼保一体化に向けての研修モデルを実証的に検討する
ための質問紙を独自に作成 した。 フ ェイ スシート には, 
調査の依頼, 研究の目的と結果の取り扱いを記した。 次
に, 調査協力者の属性と して, 性別, 年齢 (20歳代, 30 
歳代, 40歳代, 50歳代, 60歳以上から選択) , 職場での
立場 (所長 ・ 園長, 副所長 ・ 副園長, 主任 ・ 主幹, クラ
ス担任, 特別支援担当, その他から選択) , 勤務歴 (保
育所, 幼稚園, 認定こ ども園, 幼保一体化園の勤務年数
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を記入) について回答を求めた。 さらに, 幼保一体化に
向けての研修モデルに基づ く質問紙と して, 「保育 ・ 教
育の基本」 「発達と障害の理解」 「保育 ・ 教育課程」 「保
育内容」 「実践的な研修」 の5 つの柱からなる14の評定
項目を提示した (Tablet )。 これらの項日について, 「非
常に大切である(5)」 から 「あまり大切ではない(1)」 まで




職場での立場は, 所長 ・ 園長307名, 副所長 ・ 副園長32 
名, 主任 ・ 主幹108名, クラス担任265名, 特別支援担当
9 名, その他60名, 不明 7 名であった。 その他には, 臨
時職員 , 養護教諭, クラス補助等の回答があった。 質問
紙を各園1 通ずつ郵送したため, 50歳代以上の管理職か
らの回答が多かったものの, 比較的幅広い年齢層, 立場
からのデータ を得ら れたよう に思う 。
勤務歴が最も長い職場を確認し たと こ ろ, 保育所が
438名 (以下 「保育士」 と記載) , 幼稚園が340名 (以下
「幼稚園教論」 と記載) , 認定こ ども園が8 名, 不明が2 
名であった。 保育士の平均勤務年数は18.96年 (sD= 
12.88) , 幼稚園教論の平均勤務年数は21.67 年 (SD= 
13.04) , 認定こども園職員の平均勤務年数は2.75年 (SD= 




割合を算出した。 保育士のう ち, 幼稚園の勤務歴がある
者は14.62%, 認定こ ども園4.80%, 幼保一体化園3.43% 
であった。 幼稚園教諭については, 保育所の勤務歴があ
る者は11.77%, 認定こ ども園3.82%, 幼保一体化園4.71 
%であった。 認定こ ども園職員については, 保育所の勤
務歴はある者は12.50%, 幼稚園50.00%であった。 幼保
一体化に向けては, 保育所と幼稚園両方の勤務歴がある
こ とが, 相互理解のきっかけとなり う ると思えるが, 2 




Table2 ~ 6 に, 研修の柱ごと に, それぞれの評定項目
についての単純集計の結果を示した。 以下, それぞれの
結果について概観していく 。
1 ) 「保育 ・ 教育の基本」 について
いずれの項日も 「大切である(3)」 以上の評定割合が高
く, 重要性が認識されているこ とがわかる。 特に高いの
は, 「「養護と教育」 「遊びと学び」 など, 保育 ・ 幼児教
育の基本的な考え方について学ぶ」 という項目であり, 
「非常に大切である(5)」 の評定が4 割を超えている。 神
長 (2006) は, 幼保一体化の過程で, 保育士と幼稚園教
論がぶつかるこ とが多いと指摘 しているが, その根幹に
ある基本的な考え方を学ぶこ とが重要と評定されている
のだろう。 他方, 「幼保一体化に向けての歩みを中心と
した, 保育 ・ 幼児教育の歴史について学ぶ」 については, 
全ての項目の中でもっと も低い評定結果であった。 もち
ろん 「大切である(3)」 以上の評定割合が7 割を超えてお
り, 歴史から学ぶこ との重要性はそれなり に意識されて
はいる。 しかし, 現場において, 幼保一体化は現在進行
形の待つたなしの課題と なっており, そのこ とが, 相対
0 保育 ・ 教育の基本
・ 「養護と教育」 「遊びと学び」 など, 保育 ・ 幼児教育の基
本的な考え方について学ぶ
・ 幼保一体化に向けての歩みを中心と した, 保育 ・ 幼児教育
の歴史について学ぶ


























ども園73園, 計1242園に質問紙を1 通ずつ郵送した。 
430園から回答があり回収率は34.6%であった。 なお, 
返信用封筒には所園名が記載されていないこ とが多 く あ







調査協力者は788名, 男性42名, 女性734名, 不明12名
であった。 年齢は, 20歳代151名, 30歳代124名, 40歳代
139名, 50歳代296名, 60歳以上70名, 不明 8名であった。 
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幼保一体化に向けた研修モデルの検討









「養護と教育」 「遊びと学び」 など, 保育 ・ 幼児教育の基本的な考 
え方について学ぶ 41 .75% 30.08% 25.00% 1.90% 0.38% 
幼保一体化に向けての歩みを中心と した, 保育 ・ 幼児教育の歴史に 
ついて学ぶ 8.25% 14.85% 48.48% 22.97% 4.70% 
幼保一体化のよ さ を生かすための環境の構成と施設整備のあり方に 










乳幼児期の子どもの発達と長期的な視点に立った保育について学ぶ 37.94% 35.41% 24.24% 1.90% 0.00% 
特別支援や家庭児童相談の対象となる, 配慮を要する子どもに対す 
る支援について学ぶ 34.52% 38.83% 23.73% 2.03% 0.38% 









短時間保育と長時間保育の内容と方法及び配慮事項について学ぶ 30.46% 33.88% 30.20% 4.70% 0.25% 
年間指導計画や保育教育課程など, 幼保一体化施設におけるカリキュ










食育の内容と方法及び配慮事項について学ぶ 17.01% 34.26% 42.89% 5.33% 0.38% 
異年齢保育の内容と方法及び配慮事項について学ぶ 23.48% 35.28% 37.94% 2.92% 0.13% 
子育て支援などを中心に, 家庭や地域と連携した保育の展開につい 
て学ぶ 21 .19% 33.63% 39.47% 4.82% 0.63% 











を行 う 46.95% 24.24% 22.34% 4.44% 1.02% 
保育士と幼稚園教諭が, 互いの保育を参観して事例検討を行ったり, 
共同で実践を行ったり する 41 .24% 26.52% 25.25% 4.44% 1.52% 
幼保一体化施設での園内研修の進め方について学ぶ 29.31% 30.96% 33.76% 4.70% 1.14% 
的に低 く 重要性を見積も る結果と なったのではないか。 
2 ) 「発達と障害の理解」 について
2 つの項目と も, 「非常に大切である(5)」 と 「かなり
大切である(4)」 の評定割合の和が73.35% となり, 評定
の分布はほぼ等 し く なった。 また, この値は, 他の項目
に比べて最も高く なっている。 幼保一体化に向けて, 重
要な研修内容と して意識されているこ とがわかる。 理由
と して, 第一 に 「乳幼児期の子どもの発達と長期的な視
点に立った保育について学ぶ」 については, 幼保一体化
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ちで進めら れている側面もある一体化によ って, 様々な
背景を持つ子どもを保育する機会が増えるこ とが予想さ
れるからであるよう に思われる。
3 ) 「保育 ・ 教育課程」 について
2 つの項目と も, 「非常に大切である(5)」 と 「かなり
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大切である(4)」 の評定割合の和が6 割を超えており, 研
修の重要性が高く 認識さ れているこ とがわかる。 特に
「年間指導計画や保育教育課程など, 幼保一体化施設に
おけるカリ キュラ ムについて学ぶ」 については高い評定
結果となった。 これは, 幼保一体化を進めていく 過程で, 
これまで保育所と幼稚園で行ってきた保育 ・ 教育を整合
的に接続し, 6 年間で子どもの何をどのよう に育ててい
く のかを整理し, カリ キュラ ムを作成するこ とが重要な






4 ) 「保育内容」 について
これら4 つの項目は, 合同研修の結果や加治佐 ・ 岡田
(2009) 等を参考にして, 幼保一体化に伴って課題とな
るであろう保育内容を提示したものである。 4 つの項目
とも, 「非常に大切である(5)」 と 「かなり大切である(4)」
の評定割合の和が 5 割を超えており, 研修と して重視さ
れているこ とがわかる。 比較的高かったのが 「異年齢保
育の内容と方法及び配慮事項について学ぶ」 である。 こ
れは, 「発達と障害の理解」 の柱でも述べたよう に, 幼
保一体化施設には幅広い年齢層の子どもが在籍するこ と
が予想されるこ とから, その人的環境を生かして保育す
るための研修が必要と意識されているこ と を示 している
のだろう。 また, 少子化の中, 異年齢保育の重要性が増




で進んでいるこ とが背景にあるよう に思われる。 全体と





5 ) 「実践的な研修」 について
3 つの項目と も, 「非常に大切である(5)」 と 「かなり




討を行ったり, 共同で実践を行ったりする」 の項目は, 
「非常に大切である(5)」 の割合が4 割を超えており, 大
変重視されていることがわかる。 保育士と幼稚園教論は, 
「乳幼児期の子どもの保育 ・ 教育」 という非常に近しい





な研修を通して, 幼保一体化に内実を与えていく こ とが
求められる。 今後, 「実践的な研修」 の運営方法や内容




職場での立場 (所長 ・ 園長, 主幹 ・ 主任) によって違い
があるかを検討した。 研修の柱ごとに評定平均値をまと
めたものがTable7~ 11 である。 平均評定得点が高かっ
たものを立場別に5 つ挙げておこう。
まず, 所長 ・ 園長は, 「「養護と教育」 「遊びと学び」







ぶ」 の順で高く 評定していた。 注日すべきは, 保育と教
育の基本的な考え方について学ぶこ と を重視している点
である。 これは, 保育所 ・ 幼稚園を経営し, 職務を司る
立場と して, 幼保一体化の理念となるものを打ち立てる




だろう か。 これに次いで, 保育士と幼稚園教諭の意見交
換や共同実践など, 実践的な研修によって相互理解を深
めよう と しているこ とがわかる。 さ らに, 作成の責任者
と して, 指導計画等のカリ キュラムに関する研修の重要
性を意識しているよう である。
次に, 主幹 ・ 主任は, 「年間指導計画や保育教育課程
など, 幼保一体化施設におけるカリ キュ ラムについて学






高く 評定していた。 主幹 ・ 主任は, 保育所 ・ 幼稚園と し
ての保育全般の改善及び充実のために, 指導的な立場を
担う。 このことを反映して, 保育教育実践の基本的な指
針と なるカリ キュ ラムについて学ぼう とする意識が最も





れている。 主幹 ・ 主任は, クラス担任と同様, 保育を司
る立場にあるこ と も多いこ とから, このよう な結果になっ
たのではないだろう か。
第三に, クラス担任は, 「特別支援や家庭児童相談の





キュラ ムについて学ぶ」 「「養護と教育」 「遊びと学び」
など, 保育 ・ 幼児教育の基本的な考え方について学ぶ」
の順で高く 評定していた。 特徴的なのは, 子ども理解と
保育教育実践に直結する, 「発達と障害の理解」 の柱に
関連する研修内容が重視されていることであろう。 クラ
ス担任は, 日々, 様々な特性や家庭背景を有する一人一 
人の子どもと向き合いながら保育を展開しているこ とか
ら, このよう な結果になったと考える。 上述のよう に, 
幼保一体化によ って, 求められる子 ども理解の幅が広が
ると予想されるこ とから, こ れらの研修の重要性は一層








に差があるかを確かめるため, 独立 1 要因の分散分析を
行った。 その結果, 「「養護と教育」 「遊びと学び」 など, 
保育 ・ 幼児教育の基本的な考え方について学ぶ」 「特別
支援や家庭児童相談の対象となる, 配慮を要する子ども
に対する支援について学ぶ」 「年間指導計画や保育教育
課程など, 幼保一体化施設におけるカリ キュ ラムについ
て学ぶ」 「保育士と幼稚園教論が, 互いの保育を参観し
て事例検討を行ったり, 共同で実践を行ったりする」 の
4 つの項目で有意差が認められた。 これら4 項目につい
て, Bonferroni 法によ る下位検定を行った。 その結果, 
「特別支援や家庭児童相談の対象となる, 配慮を要する
子どもに対する支援について学ぶ」 については, 主幹 ・ 
主任と クラス担任が, 所長 ・ 園長より も, 重要であると
意識していた。 こ れに対して, その他の3 項日について
は, 主任 ・ 主幹と所長 ・ 園長が, クラス担任より も高く
評定していた。
主幹 ・ 主任と ク ラス担任は, 立場によ る違いはあるも
Table7 「保育 ・ 教育の基本」 に係る項目評定の立場別比較
職場での立場 平均評定値 (SD) , N 分散分析 下位検定 
「養護と教育」 「遊びと学び」 など, 保育 ・ 幼児教育 
の基本的な考え方について学ぶ 
所長 ・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
4.22(0.88) , N= 304 
4.23(0.90) , N= 107 




幼保一体化に向けての歩みを中心と した, 保育 ・ 幼 
児教育の歴史について学ぶ 
所長 ・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
2.93(1.01) , N= 303 
2.91(1.01) , N= 107 
3.03(0.84) , N= 265 
F= 1.11 
n.s. 
幼保一体化のよ さ を生かすための環境の構成と施設 
整備のあり方について学ぶ 
所長 ・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
3.84(0.98) , N= 305 
4.01 (0.96) , N= 107 
3.83(0.84) , N= 262 
F= 1 .59 
n.s. 
Table8 「発達と障害の理解」 に係る項目評定の立場別比較
職場での立場 平均評定値 (SD) , N 分散分析 下位検定 
乳幼児期の子ど もの発達と長期的な視点に立った保 
育について学ぶ 
所長 ・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
4.03(0.82) , N= 305 
4.19(0.88) , N= 107 
4.10(0.80) , N= 264 
F= 1 .55 
n.s. 
特別支援や家庭児童相談の対象と なる, 配慮を要す 
る子どもに対する支援について学ぶ 
所長 ・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(G) 
3.91 (0.85) , N= 305 
4.18(0.87) , N= 107 




Table9 「保育 ・ 教育課程」 に係る項目評定の立場別比較
職場での立場 平均評定値 (SD) , N 分散分析 下位検定 
短時間保育と長時間保育の内容と方法及び配慮事項 
について学ぶ 
所長 ・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
3.88(0.95) , N= 304 
4.02(0.93) , N= 108 
3.84(0.86) , N= 265 
F= 1 .47 
n.s. 
年間指導計画や保育教育課程など, 幼保一 体化施設 
における カ リキュラ ムについて学ぶ 
所長・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(G) 
4.16(0.87) , N= 304 
4.25(0.87) , N= 105 
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Tablet 0 「保育内容」 に係る項目評定の立場別比較
職場での立場 平均評定値 (SD) , N 分散分析 下位検定 
食育の内容と方法及び配慮事項について学ぶ 所長 ・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
3.53(0.86) , N= 306 
3.67(0.88) , N= 108 
3.63(0.80) , N= 265 
F= 1 .55 
n.s. 
異年齢保育の内容と方法及び配慮事項について学ぶ 所長 ・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
3.70(0.83) , N= 305 
3.85(0.87) , N= 108 
3.80(0.80) , N= 265 





主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(G) 
3.64(0.89) , N= 305 
3.71 (0.95) , N= 108 
3.70(0.82) , N= 265 
F= 0.44 
n.s. 
小学校との交流実践及び連携の実際について学ぶ 所長・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
3.66(0.94) , N= 306 
3.67(0.98) , N= 108 
3.71 (0.84) , N= 265 
F= 0.20 
n.s. 
Tablet 1 「実践的な研修」 に係る項目評定の立場別比較




主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
4.18(1.00) , N= 301 
4.19(1.09) , N= 106 
4.00(0.95) , N= 265 
F= 2.88 
n.s. 
保育士と幼稚園教諭が, 互いの保育を参観 して事例 
検討を行ったり, 共同で実践を行ったりする 
所長 ・ 園長(a) 
主幹 ・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
4.13(1.02) , N= 301 
4.18(1.01) , N= 108 




幼保一体化施設での園内研修の進め方について学ぶ 所長 ・ 園長(a) 
主幹・ 主任(b) 
クラス担任(c) 
3.89(0.99) , N= 306 
3.86(0.96) , N= 108 




る。 実際に保育に当たる際に大きな課題と なる, 「要配
慮児への支援」 に係る研修のニーズが, 所長 ・ 園長に比
べて高いのであろう。 他方, 所長 ・ 園長と主任 ・ 主幹は, 
幼保一体化に向けて保育 ・ 教育理念を立てて施設を経営
し, 短時間保育と長時間保育など多様な利用形態をカバー
するカリ キュラ ムを作成して実践を進めてい く 必要があ
る。 したがって, こ れらについて学ぶ研修に対する重要
性をクラス担任より も高く 評定していると言える。 さら
に, 作成した理念やカリ キュラ ムを評価するため, 実践
的な研修と して, 事例検討会や共同実践を実施していく
べきと考えているのであろう。
立場による比較を見ると, 総じて, 主幹 ・ 主任が研修
の重要性を高 く 認識しているこ とがわかる。 こ れは, 主
幹 ・ 主任が, 管理職の立場で施設全体を視野に入れつつ
保育を司るこ とから, 多様な学びを要するためであろう。 
また, 今後の幼保一体化に向けての過渡期にあって, 施











と学び」 など, 保育 ・ 幼児教育の基本的な考え方につい
て学ぶ」 「年間指導計画や保育教育課程など, 幼保一体




特徴と して, 「発達と障害の理解」 の柱に関連する研修
が重視されている。 また, 保育と教育の基本的な考え方
を学び, カリ キュラ ム作成へと結びつけよう と している
こ とがわかる。 さらに, 幼稚園教諭との意見交換を望ん
でいる。 研修内容と して, 理論的にも実践的にも, まず





程など, 幼保一体化施設におけるカリ キュ ラムについて





り, そこに特徴が出ている。 すなわち, 実践的な研修が
上位 2 つを占めた点である。 幼稚園教諭は, 保育士と意
見交換をし事例検討や共同実践を行う こと を望み, まず
幼保一体化に向けた研修モデルの検討
Tablet2 「保育 ・ 教育の基本」 に係る項目評定の職種別比較
主な職種 平均評定値 (SD) , N 分散分析 




4.00(0.92) , N= 433 
4.28(0.79) , N= 338 
F= 19.43 
P<.01 




2.84(0.87) , N= 435 
3.17(1.02) , N= 337 
F= 23.66 
P<.01 




3.69(0.94) , N= 434 
4.07(0.86) , N= 338 
F= 32.85 
P<.01 
Tablet 3 「発達と障害の理解」 に係る項目評定の職種別比較





4.09(0.34) , N= 434 
4.11 (0.82) , N= 340 
F= 0.12 
n.s. 




3.95(0.86) , N= 434 
4.19(0.79) , N= 337 
F= 15.16 
P<.01 
Tablet 4 「保育 ・ 教育課程」 に係る項目評定の職種別比較





3.78(0.91) , N= 435 




におけるカ リ キュ ラ ムについて学ぶ 
保育士 
幼稚園教諭 
3.96(0.92) , N= 435 
4.31 (0.75) , N= 337 
F= 31 .41 
P<.01 
Tablet5 「保育内容」 に係る項目評定の職種別比較
主な職種 平均評定値 (SD) , N 分散分析 
食育の内容と方法及び配慮事項について学ぶ 保育士 
幼稚園教諭 
3.56(0.82) , N= 437 





3.70(0.83) , N= 437 
3.91 (0.84) , N= 340 
F= 12.03 
P<.01 




3.59(0.88) , N= 436 





3.57(0.89) , N= 437 









3.89 (1 .02) , N= 433 
4.43(0.82) , N= 337 
F= 63.20 
P<.01 
保育士と幼稚園教諭が, 互いの保育を参観 して事例 
検討を行ったり, 共同で実践を行ったり する 
保育士 
幼稚園教諭 
3.75 (1 .02) , N= 431 
4.37(0.84) , N= 339 




3.65(0.93) , N= 437 








に差があるかを確かめるため, 独立 1 要因の分散分析を
行った。 結果と しては 「乳幼児期の子どもの発達と長期
的な視点に立った保育について学ぶ」 を除く 全ての項目
で, 幼稚園教論が保育士より も研修の重要性を高く 評定
していた。
こう した結果が得られた理由と しては2 つ考えられる。 
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第一に, 幼保一体化に向けての壁が幼稚園教論のほう が
保育士より高いことが挙げられる。 山崎ら(2004) は, 
保育士より も幼稚園教論のほう が幼保一体化に対して疑
問を感じているこ と を指摘している。 また, 一体化した
施設の保育形態は, 3 歳未満児の保育や長時間保育を備
える必要があるなど保育所に近いこ とが予想される。 し
たがって, こ れらの壁を越えるために, 研修の重要性を
幼稚園教論がより強く 意識している可能性が考えられる。
第二に, これまで幼稚園教論のほう が保育士より も, 
所与の研修時間が多 く, その重要性を比較的意識しやす
いこ とが挙げられる。 筆者がコーディ ネート して行つた
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合同研修では, 保育士の先生が, 研修の時間がなかなか
取れないこと を報告し, その充実を訴えていた。 したがっ
て, 研修の重要性を高く 評定する可能性も想定していた








いた。 そして, このモデルに基づいて項目を作成し, 兵
庫県下の保育者に重要性評定を求めたとこ ろ, いずれも
高い評定値となった。 「保育 ・ 教育の基本」 「発達と障害
の理解」 「保育 ・ 教育課程」 「保育内容」 「実践的な研修」
の 5 つの柱からなる研修モデルと しての有効性が確認さ
れたと言え, 研究目的はある程度達成されたと考える。
職場での立場別にみると, 所長 ・ 園長は, 保育所 ・ 幼
稚園を経営し, 職務を司る立場と して, 幼保一体化の理
念となるものを打ち立てる必要があるこ とから, 「「養護
と教育」 「遊びと学び」 など, 保育 ・ 幼児教育の基本的
な考え方について学ぶ」 こ と を重視していた。 主幹 ・ 主
任は, 保育所 ・ 幼稚園と しての保育全般の改善及び充実
のための具体的な指針と して 「年間指導計画や保育教育
課程など, 幼保一体化施設におけるカリ キュ ラムについ




た。 こう した学修者のニーズを考慮に入れて, 研修を組
む必要があるだろう 。
さらに, 保育士と幼稚園教諭の比較では, 全般に幼稚
園教諭が保育士より も研修の重要性を高く 評定していた。 
これは, ① 3 歳未満児保育と長時間保育を備える幼保一 
体化施設で勤務するに当たって, 幼稚園教諭が保育士よ
り も研修に必要性を感じているこ と, ②保育士が研修の
経験が少ないこ とから, その意味を幼稚園教論に比べて
実感できないこ と を意味しているのではないかと考えた。 
いずれにしても, 研修の質と量の確保 してい く 必要があ
るだろう 。






今後の課題と して, 研修モデルに基づいて, 具体的な
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研修プロ グラ ムを検討 してい く 必要があるだろう 。 その
ためには, 第一 に, 先進的な市町村や幼保一体化施設, 
大学において, どのよう なプロ グラ ムが実施さ れている
のか, 資料収集するこ とが重要であろう。 第二に, 学修
者のニーズに配慮しつつ, こ れらの柱に基づいて, 具体
的な研修プロ グラムを計画 ・ 実施し, 評価 ・ 改善してい
く こ とが求められるだろう。 
付記
本研究は, 平成23~ 24年度 「理論と実践の融合」 に関
する共同研究活動 「幼保一体化施策に関わる実証的研究




と幼稚園教諭の皆様, 貴重なデータ を得られま した。 あ
り がと う ございま した。 
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